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厚労省

農水省

ブ
ラ
ッ
ク
企
業
の
規
制
、障
害
者
雇
用
率
の
達
成
を

【
雇
用
開
発
課
】

　

雇
用
開
発
課
で
は
、
派
遣

労
働
者
の
首
切
り
を
や
め
さ

せ
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
、

ブ
ラ
ッ
ク
企
業
の
規
制
、
隣

保
館
経
由
の
雇
用
保
険
適
応

日
数
上
乗
せ
制
度
の
即
時
廃

止
、
障
害
者
の
法
定
雇
用
率

の
達
成
、
現
行
家
内
労
働
法

の
抜
本
改
正
等
６
項
目
を
要

求
。
省
側
は
、
昨
年
度
の

「
就
職
差
別
に
つ
な
が
る
お

そ
れ
」
の
件
数
は
９
８
９
件

で
そ
の
８
割
が
面
接
時
、
上

乗
せ
制
度
は
年
々
減
少
傾
向

に
あ
る
が
引
き
続
き
実
施
す

る
、
昨
年
度
の
実
績
は
資
料

を
提
示
す
る
、
公
的
機
関
で

障
害
者
雇
用
率
の
達
成
が
低

い
の
は
各
県
教
育
委
員
会
、

約
半
分
で
未
達
成
で
あ
り
、

重
点
的
に
指
導
す
る
と
回

答
。
家
内
労
働
条
約
の
批
准

は
困
難
と
述
べ
ま
し
た
。
神

奈
川
か
ら
は
人
材
シ
ル
バ
ー

セ
ン
タ
ー
の
最
低
賃
金
以
下

の
実
態
、
山
口
か
ら
は
安
倍

内
閣
に
よ
る
生
涯
派
遣
法
の

企
み
、
深
刻
な
若
者
の
雇
用

実
態
、
東
京
か
ら
は
労
働
局

発
行
の
冊
子
の
問
題
（
同
和

地
区
出
身
者
と
記
載
）
等
が

訴
え
ら
れ
ま
し
た
。

ト
上
に
「
隣
保
館
」
の
名
前

と
地
名
が
出
て
く
る
、
わ
ざ

わ
ざ
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
載

せ
る
と
は
ど
う
い
う
こ
と

か
、
人
権
問
題
だ
。「
旧
同

和
地
区
」
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
を
開
い
た
ら
す
ぐ
分
か

る
」
と
是
正
を
求
め
ま
し

た
。
省
側
は
「
そ
れ
は
好
ま

し
く
な
い
」
と
答
え
ま
し

た
。
福
岡
か
ら
は
「
柚
須
文

化
セ
ン
タ
ー
の
改
築
」
に
国

か
ら
の
予
算
措
置
を
求
め
る

要
望
、
神
奈
川
か
ら
は
隣
保

館
の
役
割
が
終
わ
っ
た
会
館

の
見
直
し
要
求
が
出
さ
れ
ま

し
た
。

【
老
健
局
】

　

老
健
局
で
は
、
介
護
保
険

制
度
の
拡
充
・
整
備
、
介
護

保
険
報
酬
の
引
き
上
げ
、
介

護
保
険
対
象
者
減
額
規
定
の

撤
廃
、
国
保
減
免
制
度
の
拡

充
な
ど
６
項
目
を
要
求
。
介

護
職
員
一
人
あ
た
り
１
万
２

０
０
０
円
ア
ッ
プ
を
は
か

る
、
障
害
者
関
係
も
１
万
２

０
０
０
円
ア
ッ
プ
の
予
定

（
Ｈ
27
年
４
月
）
、
年
金
の

支
払
い
を
毎
月
に
、
は
経
費

の
面
か
ら
困
難
、
国
保
税
の

強
制
徴
収
、
短
期
保
険
証
・

資
格
証
明
証
の
発
行
、
保
険

確
保
の
観
点
か
ら
進
め
て
い

る
、
小
規
模
多
機
能
居
宅
介

護
事
業
所
で
宿
泊
利
用
中
は

施
設
で
の
診
察
は
可
能
、
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
の
廃
止

の
要
求
に
対
し
て
は
制
度
と

　

農
林
水
産
省
交
渉
は
本
省

会
議
室
で
行
わ
れ
、
全
国
人

権
連
側
は
橋
本
忠
巳
副
議
長

を
責
任
者
に
各
県
代
表
等
14

人
の
代
表
団
が
出
席
。
省
側

は
尾
倉
功
経
営
局
就
農
・
女

　

省
側
は
、
コ
ッ
プ
25
に
向

け
て
環
境
税
の
創
設
な
ど
を

求
め
る
と
同
時
に
、
山
林
地

域
振
興
は
木
質
バ
イ
オ
等
も

視
野
に
考
え
て
い
る
と
回

答
。
漁
業
の
燃
油
の
軽
油
取

引
税
の
減
免
措
置
に
関
し
て

時
限
立
法
で
な
く
恒
久
化
を

求
め
た
こ
と
に
関
し
て
、
平

成
27
年
度
か
ら
３
年
間
の
延

長
が
決
ま
っ
て
い
る
と
回
答

し
、
恒
久
化
の
考
え
を
示
し

ま
せ
ん
で
し
た
。

　

更
に
営
農
集
団
な
ど
が
行

う
地
域
の
特
産
品
の
生
産
・

流
通
・
販
売
に
関
す
る
援
助

に
関
し
て
、省
側
は
、い
ま
も

営
農
集
団
に
は
支
援
を
行
っ

て
い
る
と
回
答
。
こ
れ
に
対

し
て
、
交
渉
団
か
ら
現
行
の

青
年
就
農
給
付
制
度
で
は
、

農
地
の
継
承
給
付
金
を
受
け

て
も
５
年
以
内
に
継
承
し
な

い
場
合
返
還
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
い
う
条
項
が
あ

り
、
し
か
も
そ
れ
が
45
歳
ま

で
が
対
象
と
い
う
点
か
ら
み

て
も
不
十
分
で
あ
り
、
年
齢

の
引
き
上
げ
も
視
野
に
支
援

策
の
充
実
を
図
る
よ
う
求
め

る
と
、
担
当
者
が
出
席
し
て

い
な
い
の
で
要
望
の
内
容
を

伝
え
る
と
回
答
し
ま
し
た
。

　

省
の
国
民
の
食
を
守
る
こ

と
と
安
倍
首
相
の
い
う
「
農

業
を
成
長
戦
略
に
位
置
づ
け

る
」
と
い
う
フ
レ
ー
ズ
と
Ｔ

Ｐ
Ｐ
問
題
な
ど
は
相
い
れ
な

い
こ
と
を
指
摘
し
交
渉
を
終

え
ま
し
た
。（
吉
岡
昇
）

2015年
政府交渉

し
て
定
着
し
て
い
る
、
高
齢

者
に
も
応
分
の
負
担
を
と
い

う
観
点
か
ら
考
え
て
い
な
い

と
答
え
ま
し
た
。
神
奈
川
か

ら
は
介
護
従
事
者
が
入
居
者

か
ら
噛
ま
れ
る
こ
と
が
あ

平成25年度 援護
措置（雇用保険上
乗せ）支給実績

労働局 支給者数

茨　城 3

福　井 2

長　野 8

三　重 25

滋　賀 95

京　都 68

大　阪 5

兵　庫 34

奈　良 22

和歌山 1

島　根 3

広　島 28

山　口 4

徳　島 79

香　川 15

愛　媛 25

高　知 173

福　岡 326

佐　賀 4

熊　本 19

大　分 13

鹿児島 18

合　計 970

Ｔ
Ｐ
Ｐ
か
ら
完
全
撤
退 

強
く
要
求

広域隣保各府県別実施箇所数及
び補助額（平成26年度）

府県市名 実施箇所数 補助額（円）

1茨城県 9 3,183,000

2埼玉県 3 2,076,000

3新潟県 1 606,000

4長野県 4 3,183,000

5三重県 2 1,017,000

6滋賀県 6 4,239,000

7京都府 11 8,364,000

8兵庫県 3 2,418,000

9鳥取県 2 1,270,000

10島根県 11 3,299,000

11広島県 6 4,139,000

12徳島県 1 806,000

13愛媛県 9 7,130,000

14福岡県 6 4,836,000

15熊本県 2 1,292,000

16大分県 4 3,224,000

17福岡市 7 5,645,000

合計 87 56,727,000

※平成25年度交付決定決定実績

都道府県 実施か所数

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県

1
0
0
0
0

山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県

0
0
0
5
0

埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県

6
0
0
0
0

富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県

0
0
0
0
0

岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県

1
0
2
15
16

京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県

22
23
8
35
4

鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県

12
1
0
7
0

徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県

18
1
0
20
46

佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

1
0
4
2
1

鹿児島県
沖縄県

0
0

小計① 251

指定都市
中核市

実施か所数

札幌市
仙台市
さいたま市
千葉市
横浜市

0
0
0
0
3

川崎市
相模原市
新潟市
静岡市
浜松市

0
0
0
0
0

名古屋市
京都市
大阪市
堺市
神戸市

7
12
36
4
4

岡山市
広島市
北九州市
福岡市
熊本市

11
4
17
11
0

旭川市
函館市
青森市
盛岡市
秋田市

0
0
0
0
0

郡山市
いわき市
宇都宮市
前橋市
高崎市

0
0
0
0
0

川越市
柏市
船橋市
横須賀市
富山市

0
0
0
0
0

金沢市
長野市
岐阜市
豊橋市
岡崎市

0
0
0
0
0

豊田市
大津市
豊中市
高槻市
東大阪市

0
0
8
2
8

西宮市
姫路市
尼崎市
奈良市
和歌山市

0
5
6
7
6

倉敷市
福山市
下関市
高松市
松山市

0
11
0
1
0

高知市
久留米市
長崎市
大分市
宮崎市

6
1
0
1
0

鹿児島市 0

小計② 171

合計（①+②） 422

※実施か所数は、

平成25年度国庫補

助事業の交付決定

ベース

平成25年度　家庭支援推進保育事業

【
地
域
福
祉
課
】

　

地
域
福
祉
課
で
は
、
母
子

対
策
関
連
事
業
（
旧
家
庭
支

援
推
進
保
育
事
業
）
の
即
時

廃
止
、
隣
保
館
か
ら
の
「
解

同
」
事
務
所
の
退
去
、
生
活

保
護
制
度
の
引
き
上
げ
・
充

実
の
３
項
目
を
要
求
。
母
子

対
策
関
連
事
業
は
、
平
成
26

年
度
４
２
２
カ
所
の
施
設
で

実
施
、
来
年
度
か
ら
は
保
育

対
策
総
合
支
援
事
業
と
し
て

実
施
す
る
、
隣
保
館
の
公
平

中
立
な
管
理
と
運
営
を
今
後

と
も
図
り
適
正
な
運
営
に
つ

い
て
の
指
導
を
徹
底
し
て
い

く
、
市
民
が
自
主
的
に
学
習

や
地
域
経
済
、
更
に
内
需
拡

大
の
点
か
ら
も
問
題
が
多
く

再
度
完
全
撤
退
を
求
め
ま
し

た
。

　

食
料
自
給
率
向
上
と
米
価

安
定
に
向
け
予
算
拡
充
を
行

う
よ
う
求
め
た
点
に
関
し

て
、
省
側
か
ら
小
麦
や
大
豆

な
ど
重
要
品
目
に
関
し
て
は

予
算
確
保
し
た
。
本
年
３
月

の
審
議
会
の
答
申
を
受
け
て

決
め
た
い
が
、
米
価
の
平
成

26
年
度
補
正
予
算
と
主
食
か

ら
加
工
米
へ
の
転
用
も
考
え

て
い
る
と
回
答
。

　

交
渉
団
か
ら
安
心
し
て
農

業
に
励
め
る
よ
う
に
す
る
た

め
に
は
１
表
１
万
６
６
０
０

円
以
上
の
米
価
保
障
が
必
要

で
、
森
林
整
備
を
含
め
て
再

生
産
可
能
な
基
幹
産
業
育
成

と
し
て
取
り
組
む
べ
き
だ
と

指
摘
し
ま
し
た
。

性
課
経
営
体
育
成
支
援
室
課

長
補
佐
を
は
じ
め
省
内
担
当

幹
部
が
対
応
し
ま
し
た
。

　

新
井
直
樹
事
務
局
長
の
司

会
進
行
で
は
じ
ま
っ
た
交
渉

は
、
相
互
に
代
表
が
挨
拶
を

３
５
０
万
人
の
雇
用
に
大
き

な
影
響
が
で
る
こ
と
が
予
測

さ
れ
て
お
り
、
こ
の
点
に
関

し
て
省
の
考
え
を
質
す
と
、

省
側
は
「
国
会
に
お
い
て
コ

メ
な
ど
重
要
５
品
目
が
守
ら

れ
な
け
れ
ば
撤
退
も
あ
り
得

る
と
の
付
帯
決
議
が
あ
り
、

そ
う
承
知
し
て
い
る
」
と
回

答
し
ま
し
た
。

　

交
渉
団
か
ら
、
既
に
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
と
の
２
国
間
Ｆ

Ｔ
Ａ
協
定
や
Ｂ
Ｓ
Ｅ
問
題
と

も
絡
ん
で
ア
メ
リ
カ
か
ら
の

牛
肉
輸
入
に
関
し
て
牛
の
月

齢
引
き
上
げ
に
応
じ
て
い
る

こ
と
な
ど
事
前
交
渉
が
加
速

さ
れ
る
中
で
、
昨
年
か
ら
Ｊ

Ａ
全
中
（
農
協
）
解
体
の
方

針
が
示
さ
れ
る
な
ど
、
な
し

崩
し
的
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
地
な
ら

し
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、

農
林
漁
業
関
連
の
雇
用
問
題

　
厚
生
労
働
省
３
部
局
と
の
交
渉
に
は
、

丹
波
議
長
、
中
島
副
議
長
、
新
井
事
務
局

長
を
は
じ
め
各
県
代
表
24
人
が
参
加
し
ま

し
た
。

行
っ
た
後
、

全
国
人
権
連

か
ら
、
Ｔ
Ｐ

Ｐ
交
渉
に
関

し
て
新
聞
や

テ
レ
ビ
等
マ

ス
コ
ミ
で
最

終
段
階
の
詰

め
の
状
態
に

入
っ
た
と
の

報
道
が
行
わ

れ
る
中
、
省

が
以
前
示
し

た
試
算
で
も

食
料
自
給
率

が
13
％
台
に

落
ち
込
み
、

証
の
と

り
あ
げ

等
に
つ

い
て
は

負
担
の

公
平
性

る
、
肝
炎
の
予

防
注
射
を
制
度

化
し
て
ほ
し
い

と
の
要
望
が
出

さ
れ
ま
し
た
。

（
谷
口
正
暁
）

・
交
流
す

る
施
設
に

つ
い
て
は

現
在
も
運

用
上
可
能

と
の
認
識

を
示
し
ま

し
た
。
ま

た
生
活
保

護
で
の
扶

養
義
務
は

な
い
と
答

え

ま

し

た
。
参
加

者

か

ら

は
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ

最低賃金引上げ、ブラック企業規制など国民の生活と健康
を守るよう要求＝厚労省、1月30日

安倍首相の「成長戦略に位置づけ」と相容れないＴＰＰから完
全に撤退するよう再三にわたり要求＝農水省、1月30日
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